（別紙１）

事業者が市町村等に請求を行うために請求書等を記載する際の留意事項

Ⅰ　地域生活支援費請求書に関する事項（様式第一）

１　請求先

請求先となる市町村長名を記載すること。

２　請求金額

地域生活支援事業費明細書の請求額の合計を記載すること。

３　内訳

（１）サービス提供年月

請求対象となるサービスを提供した年月を和暦で記載すること。

なお、提供月が異なるものについては、請求書を別葉とすること。

（２）請求給付費名

請求する給付費及びサービス名称を記載すること。「例：移動支援サービス」
（３）明細書件数

　　　　添付した明細書の件数を記載すること。

（４）金額

　　　　添付した明細書の請求額の合計を記載すること。

（５）合計

　　　　内訳欄に記載された金額の合計額を記載すること。

４　請求日

市町村へ請求を行う日付を記載すること。

５　事業所番号

指定事業所番号又は基準該当事業所の登録番号を記載すること。

６　請求事業者

（１）住所（所在地）

指定等を受けた際に届け出た事業所の所在地とその郵便番号を記載すること。

（２）電話番号

市町村からの問い合わせ用の連絡先電話番号を記載すること。

（３）名　称

指定等を受けた際に届け出た事業所名称を記載すること。

（４）職・氏名

事業者の代表者の職・氏名を記載すること。

Ⅱ　地域生活支援事業費明細書等に関する事項（様式第二）

１　基本事項

（１）基本的留意事項

①　地域生活支援事業費明細書（以下「明細書」という。）は、一事業所（事業所番号単位）の支給決定障害者等一人につき一月に一件作成すること。

②　一枚の明細書の費用の額計算欄に請求明細が記入しきれない場合は、何枚中の何枚目であるかを所定の欄に記載し、複数の明細書に分けて明細の記入を行うこと。この際、二枚目以降については、受給者証番号、事業所番号以外の記載は省略して差し支えないこと。

また、当月費用の額合計欄は一枚目にのみ記載するものとすること。

③　一人の支給決定障害者等について、同一月分の、同一様式の明細書を二件に分けて作成することはできないこと（前記②を除く。）。
（２）　サービス種類と地域生活支援事業費明細書等様式の対応関係

	区　　分
	サービス種別
	明細書様式

	地域生活支援

事業費
	移動支援
日中一時支援

地域活動支援センター
	様式第二


２　項目別の記載要領

（１）サービス提供年月

請求対象となるサービスを提供した年月を和暦で記載すること。

（２）受給者証番号

障害福祉サービス受給者証（以下「受給者証」という。）に記載された受給者証番号を記載すること。

（３）支給決定障害者等氏名

受給者証に記載された支給決定障害者等の氏名を記載すること。

（４）支給決定に係る障害児氏名
受給者証に記載された支給決定に係る児童の氏名を記載すること。

（５）事業所番号

指定事業所番号又は基準該当事業所の登録番号を記載すること。

（６）事業者及びその事業所の名称

指定等を受けた際に届け出た事業者及び事業所名称を記載すること。

（７）費用の額計算欄

ⅰ　サービス内容

請求対象サービスの内容を記載すること。
「例：移動支援(身体介護あり)３Ｈ」
ⅱ　算定単位額

サービス内容の算定単位額を記載すること。
ⅲ　算定回数又は算定日数

サービス提供回数又はサービス提供日数を記載すること。

ⅳ　当月算定額

「ⅱ算定単位額」に「ⅲ算定回数又は算定日数」を乗じて算出した額を記載すること。

ⅴ　当月費用の額合計

「ⅳ当月算定額」欄の合計を記載すること。

（８）利用者負担額等計算欄

給付費請求額を算出する際に、下記「②当月利用者負担額等合計」として控除すべき額を記載すること。

①　当月算定額

　　　　ア　利用者負担額欄
「①当月の費用の額合計」の１割分を記載すること。
②　当月利用者負担額等合計

上記「②当月算定額」欄の合計を記載すること。

（９）当月給付費請求額

　　　　「（７）ⅴ当月費用の額合計」から「（８）②当月利用者負担額等合計」を控除した額を記載すること。

（別紙２）

事業者が実績記録票を記載する際の留意事項
　
１　基本事項

（１）基本的留意事項

①　実績記録票については、一事業所（事業所番号単位）の支給決定障害者等一人につき一月に一件作成すること。

②　一枚の実績記録票の実績記入欄に実績記録が記入しきれない場合は、何枚中の何枚目であるかを所定の欄に記載し、複数の実績記録票に分けて実績の記入を行うこと。この際、二枚目以降については、受給者証番号、事業所番号以外の記載は省略して差し支えないこと。

3 　一人の支給決定障害者について同一月分の、同一様式の実績記録票を二件に分けて作成することはできないこと（前記②を除く。）。
（２）サービス種別と実績記録票様式の対応関係

	区　　分
	サービス種別
	実績記録票様式

	地域生活支援事業費
	移動支援
日中一時支援
地域活動支援センター
	様式１-１

様式１-２

様式１-３


　

２　項目別の記載要領

（１）共通事項

①　サービス提供年月

当該サービスを提供した年月を和暦で記載すること。

②　受給者証番号

受給者証に記載された受給者証番号を記載すること。

③　支給決定障害者等氏名（児童氏名）

受給者証に記載された支給決定障害者等の氏名を記載すること。

なお、障害児に対してサービスを提供した場合は、受給者証に記載された支給決定に係る児童の氏名も（　）書きで記載すること。

④　サービス内容及び契約（決定）支給量

当該事業所と契約を行ったサービス内容及び契約（決定）支給量を記載すること。

なお、様式１－１については、身体介護を伴う、身体介護を伴わないの区分毎に契約支給量を記載すること。

⑤　事業所番号

指定事業所番号又は基準該当事業所の登録番号を記載すること。

⑥　事業者及びその事業所の名称

指定等を受けた際に届け出た事業者名及び事業所名称を記載すること。

⑦　利用者確認印

事業者は、サービス利用者に対し、サービス提供のつど、実績記録票の記載内容を提示し、確認並びに自署又は押印を求めること。
（２）居宅介護サービス提供実績記録票等（様式１－１関係）

①　提供日付・曜日

当該サービス提供月において、居宅介護計画書に記載したサービス提供予定日を記載すること。

②　外出先

　移動支援サービスでの目的地を記載すること。（例：映画館）
③　移動支援計画
　　　　居宅介護計画書に基づいて記載すること。

④　サービス提供時間

　　　　現にサービスに要した時間を記載すること。

⑤　算定時間数

　　　　居宅介護計画に記載したサービスの時間数について記載すること。

⑥　派遣人数

　　　　支給決定障害者等に対して複数人でサービスを提供した際にはその人員数を記載すること。

7 利用者負担額

利用者負担額を記載すること。
⑧　サービス提供者印

サービスを実際に提供した者は、サービス提供のつど、自署又は押印をす　　　　　　　　　　　

ること。

⑨　合計

　　　　時間数・利用者負担額の合計を記載すること。

（３）日中一時支援サービス提供実績記録票（様式１－２）

　　①　提供日付・曜日

サービスの提供した日付・曜日を記載すること。

　　②　提供実績
　　　　サービスを提供した時間を記入すること。
3 算定時間数

提供時間の合計を記入すること。

4 送迎

送迎を利用した場合、片道「１」、往復「２」と記入すること。
⑤　利用者負担額

利用者負担額を記載すること。
⑥　サービス提供者印

サービスを実際に提供した者は、サービス提供のつど、自署又は押印をす　　　　　　　　　　　

ること。

⑦　合計

　　　　時間数・送迎回数・利用者負担額の合計を記載すること。
（４）地域活動支援センターサービス提供実績記録票（様式１－３）

　　①　曜日

当該サービス提供月において、サービス計画に記載したサービス提供予定日の曜日を記載すること。
②　支援計画

　　　　居宅介護計画書に基づいた時間を記載すること。

③　提供実績
　　　　現にサービスに要した時間を記載すること。

④　算定時間数

　　　　居宅介護計画に記載したサービスの時間数について記載すること。
5 送迎

送迎を利用した場合、片道「１」、往復「２」と記入すること。
　　⑥　利用者負担額

利用者負担額を記載すること。

⑦　サービス提供者印

サービスを実際に提供した者は、サービス提供のつど、自署又は押印をす　　　　　　　　　　　

ること。

⑧　合計

　　　　時間数・送迎回数・利用者負担額の合計を記載すること。
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